
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年６月 南魚沼市議会定例会 
一般質問順位表 

質問順位 議席番号 質  問  者 日程 

1 9 桑  原  圭  美 

７日 

（月） 

2 10 塩  川  裕  紀 

3 13 岡  村  雅  夫 

4 20 塩  谷  寿  雄 

5 16 中  沢  一  博 

6 19 関     常  幸 

7 15 寺  口  友  彦 

８日 

（火） 

8 6 田  中  せ つ 子 

9 14 佐  藤     剛 

10 4 吉  田  光  利 

11 2 梅  沢  道  男 

12 3 目  黒  哲  也 

９日 

（水） 

13 1 大  平     剛 

14 7 勝  又  貞  夫 

15 11 清  塚  武  敏 

16 5 中  沢  道  夫 

計  １６名 



 

 

【質問方式】（質問制限時間は、いずれも答弁時間を含め 60 分）  

 

一括質問一括答弁方式：  全質問項目を一括して行い、答弁も一括して行う。 

（初回は登壇して行い、質問回数は３回まで。）  

一問一答方式：  質問及び答弁を一問ずつ行う。（ただし初回の質問

は、登壇して最初の質問項目のみをまとめて行う。

質問回数に制限なし）  

複合型一問一答方式：  一問一答方式において、質問大項目の最初の質問

はまとめて行い、以降は一問ずつ行う。  



－1－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１ 
 

   コロナ禍に耐え、感染予防と経済の両立を図る政策を  

 

   新型コロナウイルス感染拡大は収まる気配がなく、さらに深刻

化している。経済的な疲弊がもたらす閉塞感が市内の景気循環に

直結しているように思う。国の支援には限界があり、市独自の政

策で市民の安全と経済を守ることを考えなければならない。経済

活動の自粛を求めるには思い切った給付金が必要であるし、特定

の業種に偏った支援にならないためには、感染の恐れが全くない

人たちの動きを促進するべきである。中途半端なことでは両方が

沈むことになるため、積極的な政策を望みたい。市長の考えを問

う。 

 

 （１）市内の景気動向を把握し、行政としてどのようなことをしな

ければならないか方向性を示すことができるか。  

 

 （２）大型店の進出が進むが、地元経済にとってどのような影響が

あるか分析しているか。 

 

 （３）景気判断は悪化傾向と回答している企業が多い。雇用、売上

げの維持、金融面に関して支援策を考えているか。 

 

議 席 

９  

桑

原

圭

美 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－2－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

２ 
 

   自殺予防対策について 

 

   コロナ禍による不安や焦燥感、その他の要因によって自殺者が

増加している。より一層の自殺予防対策が急務であると考えるが、

今後どのように取り組むのか伺う。 

 

 （１）南魚沼市の自殺者をめぐる状況は。  

 

 （２）自殺予防対策の取組は。 

 

 （３）年齢層ごとの自殺予防対策は。  

議 席 

１０  

塩

川

裕

紀 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－3－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

３ 
 

   新ごみ処理施設整備について 

 

   所信表明に新ごみ処理施設整備については、１日も早い建設地

の選定を鋭意進めていく。施設の整備内容等は、二市一町で協議

してきた内容を基本として、新たな施設規模や方針に沿った内容

となるよう、湯沢町と協議を進めていくとある。  

   一連の経過の総括がされ、昨今の社会情勢等から、ごみ政策の

新たな方針が立てられ、進められると考える。  

 

 （１）2008 年に高効率ごみ発電施設建設を、交付金のかさ上げによ

って誘導する施策を導入して以降、日本のごみ総排出量は、減

少率が鈍化している。 

   ①４月 22 日の社会厚生委員会で、湯沢町との一市一町の取組と

なったために、焼却炉の必要処理能力の変更が示された。新

たな方針に沿った、目標値を定めたごみ減量化策を伺う。  

   ②事業系ごみは、焼却ごみの４割で、焼却炉規模に大きな影響

を及ぼす。人口減少等で家庭系ごみは少しずつ減少していく

が、事業系は変化がなく、ほぼ横ばいとしている。焼却ごみ

減量に向け、積極的な政策展開が必要と考えるが、所見を伺

う。  

   ③焼却優先から３Ｒを主体としたごみ政策で、焼却炉規模は限

りなく縮小すべきと考えるが、所見を伺う。 

   ④今後のスケジュールを伺う。 

 

 （２）2050 年温室効果ガス排出量実質ゼロ、廃プラスチックの海洋

汚染問題等で、ごみ政策の転換が必要と考えるが、所見を伺う。 

  

 

議 席 

１３  

岡

村

雅

夫 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－4－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

４ 
 

   「医療のまちづくり」に関する基本的方針について伺う  

 

 （１）３月定例会の一般質問で、私は「市民病院の経営改善で新年

度に向けて具体的に取り組むものがあるのか。また、新年度予

算に反映されているのか。」と質問している。令和３年度がスタ

ートしたが、ここまでの経営改善状況はどうなっているのか。 

 

 （２）市民病院の経営改善に関して、総務省事業が採択になり、外

部の意見を取り入れた中で経営形態の見直しを含め多方面から

の検討を進める必要がある、との記載に特に着目すべきである

と考える。具体的にどのような方法で外部の意見を取り入れて

経営改善を進めようと考えているのか。  

 

 （３）総務省事業を活用した経営改善の取組期間はどのくらいを考

えているのか。 

 

 （４）指定管理についても踏み込んだ検討をするべきではないかと

考えるが、いかがか。 

 

 （５）医師確保の取組について寄附講座の拡充を進めるとあり、当

初予算に計上している。この寄附講座の拡充の見通しはあるの

か。また、寄附講座が順調に進めば、今後の医師確保の目途が

立つと考えてよいのか。 

議 席 

２０  

塩

谷

寿

雄 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－5－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

５ 
 

 １ コロナ禍の長期化による影響で深刻化が増しているが、支援体

制を急げ 

 

   コロナ禍で甚大な打撃を受けている生活者を始め、事業主を支

えるため、必要な手だてを迅速に打つべきである。地方創生臨時

交付金やふるさと納税を活用した支援強化を急ぐ必要があると考

えるが、当市の具体策を伺う。 

 

 （１）ワクチン接種の進捗状況と今後のスケジュールについて伺う。 

 

 （２）新型コロナウイルス感染症の影響が長期化している。影響分

析が必要と考えるが。 

 

 （３）孤立を防ぐ相談支援で、当市の弁護士無料相談体制の拡充を

求めるが。 

 

 （４）「プレミアム付商品券」の発行時期について伺う。 

 

 （５）県の感染症対策認証制度の推進と経済支援について伺う。 

 

 （６）コロナ禍の深刻な影響を受けている事業者に支援強化が急務

と考えるが、具体策は。 

 

 ２ 奨学金返還支援制度の創設でＵターン就職を促進せよ 

 

   今、都市から地方へ人の流れが加速化している。南魚沼市の地

域経済の活性化や人手不足の改善につながる若者支援策を進める

必要がある。 

   若者と共に「未来をつくる」施策に、一定期間定住し就職する

など、条件を満たせば奨学金の返済を自治体が「肩代わり」する

支援制度を創設して、Ｕターンを支援する取組が必要と考えるが。 

議 席 

１６  

中

沢

一

博 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－6－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

６ 
 

 １ 南魚沼市の「医療のまちづくり」に関する基本的方針について 

 

 （１）医療のまちづくり検討委員会をなぜ設置しなければならなか

ったのか、その経緯について伺う。 

 

 （２）医療のまちづくりといっているが「まちづくり」の内容につ

いて伺う。 

 

 （３）市民病院の経営改善は確実に早期にできるのか伺う。  

 

 （４）ゆきぐに大和病院の改築と移転場所について伺う。  

 

 （５）健診施設の健友館の在り方について伺う。  

 

 （６）城内診療所の今後について伺う。  

 

 （７）医師、看護師の確保について伺う。  

 

 （８）地域づくり協議会との連携について伺う。  

 

 ２ 日本国憲法について 

 

   私たち国民は、日本国憲法のもとで生活している。日本国憲法

は昭和 21 年 11 月３日に公布、昭和 22 年５月３日に施行され 74

年たっている。経済や社会、外交環境は当時とは大きく変わって

きているが、憲法は１回も改正されていない。アメリカは 27 回、

フランスは 24 回、ドイツは 62 回、カナダは 18 回改正されている。 

   直近のＮＨＫの世論調査では、憲法改正が必要かどうかについ

て、改正の必要あり 33％、改正の必要なし 20％、どちらともいえ

ない 42％であり、憲法改正の議論を進めるべきかどうかについて

は、進めるべき 54％、進める必要はない 27％、わからない 19％

であった。また、戦争の放棄を定めた憲法９条の改正については、

改正の必要あり 28％、改正の必要なし 32％、どちらともいえない

36％であった。 

   憲法制定当時と比べ社会は激変しており、国会で大いに議論し、

憲法改正は必要であると考えるが、市長の見解を伺う。 

議 席 

１９  

関

 

常

幸 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－7－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

７ 
 

 １ 新型コロナウイルス感染症ワクチン接種について  

 

   ワクチン接種を全庁挙げた事業と捉え、一部の部署の過重労働

を改善すべきではないか。 

 

 ２ 国際大学敷地と空き校舎の利用について  

 

   雪国で共に創るスポーツを通じた健康増進プロジェクト、（仮

称）雪の勉強会、イノベーション推進事業をまとめて、総合的な

雪資源利活用事業をスタートさせ、国際大学の人脈を生かした国

際連携研究機関を国際大学敷地内や市内空き校舎に設置する計画

を始めるべきではないか。 

 

 ３ 公営住宅の集約と再編、新規整備について  

 

   南魚沼市公営住宅長寿命化計画にある新規整備をやめ、民間施

設への入居者に家賃補助を出すという考えを具体化すべきではな

いか。 

 

 ４ 今泉記念館敷地内への岡村貢像の移転について  

 

   岡村貢翁没後 100 年を記念して、銅像を岡村貢翁の生誕地であ

る今泉記念館敷地内へ移転し、市内外の多くの方に岡村貢翁の功

績を顕彰してもらうべきではないか。  

 

 ５ 地盤沈下重点区域内の井戸利用者の使用電力量報告の義務化に

ついて 

 

   重点区域内での地盤沈下対策として、地下水くみ上げ量観測の

ために、井戸利用者に使用電力量の報告を義務化するべきではな

いか。 

議 席 

１５  

寺

口

友

彦 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－8－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

８ 
 

 １ 総合的な公園管理と今後のビジョンについて  

 

   南魚沼市公共施設等総合管理計画には、塩沢交流広場と浦佐駅

東口広場・六日町駅広場のみで、ほかの運動公園・児童公園・河

川公園等は含まれておらず、管理計画は見えてこない。新型コロ

ナウイルス感染症の影響で、ストレスを感じる人が多い今だから

こそ、自然豊かな公園の良さも見直されている。昨年９月議会答

弁後の、総合的な公園管理とビジョンの進捗状況を伺う。  

 

 （１）塩沢中央公園では雪どけ後に利用した市民から「滑り台の下

に遊具の一部が放置されていた、小さな子供が使う遊具は丁寧

に保管して欲しい」と苦情があった。冬場の管理方法や安全点

検について、委託業者への指導や確認は十分か。 

 （２）緑地面積による交付金額と維持管理費との比較や、利用状況

と市民ニーズを考慮した整理統合が検討されているか。  

 （３）健康づくりや田園都市構想と連動させた今後の拠点化を構築

するか。 
 

 ２ ウイズコロナとアフターコロナの観光振興について  

 

   新型コロナウイルス感染症の影響が１年以上も続き、飲食・宿

泊業を中心に大きな打撃を受けている。感染症の収束が見えない

不安と、生活の苦悩を訴える声が増している。即効的で具体的な

支援策と、今後を明るく照らす振興策が必要と考える。  

 

 （１）飲食・宿泊客の激減で米の在庫量が増している。本気丼の早

期開始や宿泊者への米プレゼント等、米のＰＲと消費喚起につ

なげる観光振興策はあるか。 

 （２）県内誘客に力を入れ、市民も一緒に地域の魅力を再発見でき

るような「おもてなしライナー号」の巡回コースを検討してい

るか。 

 （３）四季を通じてのワーケーションは収入の安定に有効と考える

が、交流のある友好都市を含め、広範囲に力を入れてＰＲして

いく考えはあるか。 

 （４）アフターコロナを見据えた新たな南魚沼市の姿を市民にどう

示すのか。 

議 席 

６  

田

中

せ

つ

子 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－9－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

９ 
 

   止まらない人口減少の中で、選ばれる南魚沼市に向けて  

 

 （１）人口の社会減に歯止めをかけるために、地元企業の育成と併

せて新分野の産業と雇用を創出する政策はあるか。  

 

 （２）自治権強化、総合的効率的な行政運営と併せ、移住・定住、

企業進出等での利便性向上のために、農地転用の権限移譲を受

ける体制は整ったか。 

 

 （３）安心の「医療のまちづくり」で選ばれる南魚沼市に。 

   ①市立病院の開設者として地域医療をどう導くか。  

   ②医療のまちづくり検討委員会での提言を受けた後の市民病院

の経営改善の検討経過は。 

   ③今必要なのは、保健、医療、福祉の充実とその連携でつくる

「医療のまちづくり」であり、市民の安心安全とその医療体

制で、選ばれる南魚沼市の大きな資源とすることではないか。 

 

議 席 

１４  

佐

藤

剛 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－10－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１０ 
 

   女性の働きやすい職場環境について 

 

   女性の社会進出に伴う活躍は目覚ましいものがあり、日本の女

性は世界と比べて大学の進学率も高く優秀である。労働人口の減

少が進む中で、経済成長の底上げを考えると、女性の社会進出へ

の期待はますます大きいものがある。  

   しかしながら、出産、子育てを機に離職する割合が７割という

事実がある。また、雇用を継続し復職したとしても、親の介護が

必要となったときに、一般的に介護に当たるのは男性に比べ女性

が多いのが現実である。 

   これは社会の意識と仕組み、また家事、育児、介護への支援等

に対する環境整備が遅れているためである。いろいろと報道され

ているが女性の社会進出の一例として、企業の女性役員比率が先

進国中 44 位という圧倒的に低いデータが示されている。また、新

潟県の女性管理職比率は全国 43 位であり、後進県であることが最

近大きく報道された。 

   南魚沼市では官民ともに働きやすい職場づくりを推進して、積

極的に女性の採用、管理職の登用を進めていることは理解してい

るが、さらなる女性の働きやすい環境改善が、最大の課題である

人口減少、少子化の対策につながると思う。  

   そこで、以下について市長の所見を伺う。 

 

 （１）女性の社会進出への環境整備として、学童クラブ・保育園の

受入体制の実情と課題は。 

 

 （２）親の介護により、やむを得ず職場を離れる実態と、介護施設

の受入状況はどうか。 

 

 （３）女性が出産や介護を機に離職せず継続して働く環境をつくる

ために、他市町村と差別化した支援策は。 

 

 （４）政府は女性の管理職比率 30％程度を目標としているが、南魚

沼市の実態と目標は。 

 

議 席 

４  

吉

田

光

利 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－11－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１１ 
 

 １ 介護人材確保緊急支援事業の障がい者施設への対象拡大につい

て 

 

   南魚沼市では、介護人材確保緊急支援事業として、介護職員初

任者研修支援や新規・移住定住就職支援金支給事業、カムバック

支援金支給事業、ケアマネスタートお祝い金支給事業等を実施し

ているが、これらの対象を障がい者施設にも拡充すべきではない

か。  

 

 ２ 新生児聴覚検査費等の助成について 

 

 （１）新生児聴覚検査については、厚生労働省より「全ての新生児

の検査の実施」が指導されているところだが、当市においても

検査費用の助成制度創設が必要ではないか。  

 

 （２）当市では、聴覚障がい者の補聴器を固定するイヤーモールド

に対する助成制度はあるものの、人工内耳用のイヤーモールド

は助成対象となっていない。人工内耳用のイヤーモールドも助

成対象とすべきと思うが、考えを伺う。  

 

 ３ 柏崎・刈羽原発再稼働に対する取組について  

 

 （１）市長が新潟日報のアンケートに答えたように、柏崎・刈羽原

発の再稼働には県と全市町村の事前同意が必要と思うが、実現

に向けた取組についての考えを伺う。  

 

 （２）原発における不適切事案の情報公開の実現について  

    当市との安全協定第２条に係る通報連絡が、核セキュリティ

ーに関する事項との理由により、通報連絡が行われない事案が

発生している。市民の安心のためにも迅速な情報公開が必要と

思うが、実現に向けた取組についての考えを伺う。  

議 席 

２  

梅

沢

道

男 

（
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式
） 

 

 



－12－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１２ 
 

   地域ＤＭＯ候補法人（一社）南魚沼市観光協会の方向性につい

て 

 

   現在、一般社団法人南魚沼市観光協会は、地域ＤＭＯ候補法人

として、観光庁に認可され、今後、登録法人認可に向け、要件等

を整えているところである。 

   ＤＭＯとは、地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇

りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地域づく

りの舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、明確なコン

セプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を策定す

るとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人

である。 

   ＤＭＯが今後どのように活躍するかが、当市にとって、とても

重要なカギとなる。 

   そこで、以下の５点について市長の見解を伺う。  

 

 （１）ＤＭＯ設立の理念と目的は。 

 

 （２）ＤＭＯの組織体制は。 

 

 （３）明確なコンセプトに基づく戦略とは。  

 

 （４）地域の「稼ぐ力」をどうつくり出し、財源をどのように確保

し、観光地経営を目指すのか。 

 

 （５）地域への誇りと愛着を醸成する観光地づくりとは。  

議 席 

３  

目

黒

哲

也 

（
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方
式
） 

 

 



－13－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１３ 
 

   公共施設の統廃合について 

 

 （１）具体的なタイムスケジュールは。 

 

 （２）統廃合後の施設運営は。 

 

 （３）市民の理解を得るための説明はどのように進めていくのか。  

 

 

議 席 

１  

大

平

 

剛 

（
一
問
一
答
方
式
） 

 

 



－14－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１４ 
 

 １ ワクチン接種の状況について 

 

 （１）昨年から始まった新型コロナウイルス感染症の第１波から第

４波までの感染者数を見ると、全国的にますます増えているが、

ワクチン接種は順調に進んでいるか否か。また、問題点がある

とすればそれは何かを問う。 

 

 （２）ワクチン接種について、さらに詳しい情報の公開・発信を望

む市民の声があるが、現状の公開・発信の仕方で十分だと考え

ているのかを問う。  

 

 ２ 自然環境保護条例について 

 

   南魚沼市では、平成 17 年に市の木はこぶし、市の花はカタクリ

と定められている。これらを含め自然環境を保護するための条例

がない。新潟県では希少野生動植物保護条例で、両生類・昆虫・

植物など 16 種類を保護の対象としている。魚沼市では、すでに５

年前に自然環境保全条例が制定されている。先行する魚沼市の例

を見習い、南魚沼市でも同様に条例の制定を検討するべきではな

いか。 

 

 ３ 魚野川沿いの桜並木について 

 

 （１）魚野川沿いの桜並木は、20 数年前から順次植えられてきたも

のだが、その管理について行政はどのように関わってきたのか。 

 

 （２）その本数からして市の財産として考えるべきと思うが、雪や

病気のため、ところどころ欠けている。今後、さらに桜の木を

増やし整備していく考えはないか。 

議 席 

７  

勝

又

貞

夫 
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） 

 

 



－15－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１５ 
 

 １ 上水道の事故・災害時の対応は万全か  

 

   ３月 20 日の夕方から翌日の 21 日の夜まで、薮神地区の広範囲

にわたり水道管の破損により断水となった。あらためてライフラ

インの大切さを実感した。あわせて昼夜復旧対応、給水活動を行

った職員、関係者に感謝する。上水道管路新設及び更新工事も進

められているが、課題もあると感じる。今後の事故・災害時の対

応について伺う。 

 

 （１）今回の断水の原因と教訓は何か。今後の対策をどのように進

めていくのか。  

  

 （２）法定耐用年数 40 年を超えている管路が２割あると聞く。今後

の更新は追いついていくのか。 

 

 （３）水道技術者、一定以上の知識や実務経験を有する水道技術管

理者の育成や工事監督者の育成は。 

 

 

 ２ 八海山麓観光施設を雪国の特性を生かしたまちづくりに 

 

   総合計画の中で、八海山麓観光施設の今後の運営形態を検討し

ていくとしている。索道設備などの安全面の状況も踏まえれば早

期に方向を示さなければならない。市では地方創生推進交付金事

業として、雪国で共に創るスポーツを通じた健康増進プロジェク

トが採択され、雪国の特性を強みとしたスポーツによるまちづく

りに取り組むとしている。大和地域唯一のスキー場は、市民の冬

季の健康づくりや自然環境に触れることができる場所であり、地

元の若い人たちが将来について夢を描いている。グリーンシーズ

ンのマウンテンバイク、旧大和町時代からのサイクリングターミ

ナルの取組など、自転車を通じた健康づくりや、地域づくりにも

つながると考えるが市長の考えを伺う。  

 

議 席 

１１  

清

塚

武

敏 
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） 

 

 



－16－ 
 

質 問

順 位 
質  問  内  容  

１６ 
 

 １ 新型コロナウイルス対策について 

 （１）新型コロナウイルス封じ込めのための大規模検査について  

   ①クラスター発生を防止するため、高齢者施設などの福祉施設

において、職員や利用者の大規模検査を行うべきではないか

伺う。 

   ②感染力の高い変異株が広がり、モニタリング検査が重要にな

っているが、当市もモニタリング検査に踏み出すべきではな

いか伺う。 

   ③遺伝子解析検査が地域でスクリーニングできるような体制を

整えるべきではないか伺う。 

 （２）コロナ禍で困難を極める市民への生活支援について  

   ①持続化給付金などの、第２弾の実施を国に働きかけるべきで

はないか伺う。  

   ②今年度の地方創生臨時交付金を有効活用して市の独自支援を

すべきと考えるが、見解を伺う。  

 （３）新型コロナウイルス感染拡大に備えた医療体制について  

   ①全国各地で病床がひっ迫する中、政府は、「病床削減法」を通

過させた。こうした政府の姿勢をどのように受け止めている

か伺う。  

   ②感染の収束が見えない中、市民病院でも備えが求められると

思うが、市としての取組を伺う。  

 

 ２ 「医療のまちづくり」に関する基本的方針について 

 （１）市民病院の経営改善について、総務省の「公立病院医療提供

体制確保支援事業」は、指定管理制度の導入や病院の介護施設

への転換など、重要な内容が採択要件になっているが、議会に

諮らず申請に至ったのか伺う。 

 （２）６月議会最終日に補正予算案を提出とのことだが、まずは今

回の基本的方針について市民への説明と意見を聞くことが先で

はないか伺う。 

 

 ３ 米価下落対策について 

 （１）コロナ禍による需要減によって米価の暴落が続いている。こ

の状況に対する認識を伺う。そして、これを防ぐために「過剰

在庫」を国が責任を持って市場隔離すべきと考えるが見解を伺

う。 

 （２）ミニマム・アクセス米の輸入数量調整を政府に求めるべきだ

と思うが見解を伺う。 

議 席 

５  

中
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